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研究成果の概要（和文）：本研究は、エージェントベースドモデルを用いて、日本の少子高齢化の将来像を描
き、税・社会保障制度をモデルに組み込むことで、これらの制度改革が少子高齢化にどのように影響するかを分
析し、税・社会保障制度の望ましい規模や役割を考察することを目的とした。本研究により、日本の少子高齢化
の将来像、将来の所得格差の動向、要介護認定者がいる世帯数の推計、公的年金の所得再分配効果を考察でき
た。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to use agent-based models to create a future 
vision of Japan's declining birthrate and aging population, incorporate the tax and social security 
systems into the model, analyze how these system reforms will affect the declining birthrate and 
aging population, and consider the desirable size and role of the tax and social security systems. 
Through this study, we were able to examine the future picture of Japan's declining birthrate and 
aging population, future trends in income inequality, estimates of the number of households with 
persons certified as requiring long-term care, and the income redistribution effects of public 
pensions.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
エージェントベースドモデルは、個人の出生、労働、出産、結婚、離家、離婚、退職などのライフイベントを内
生化し、世帯形成を表現できる点で、他のモデルよりも重要度が高く、このモデルによって少子高齢化と税・社
会保障制度を分析することの意義は大きい。エージェントベースドモデルによる少子高齢化ならびに税・社会保
障制度の分析は、欧米では活発に行われているが、我が国での研究の蓄積は乏しい。本研究により、エージェン
トベースドモデルによって少子高齢化の進展や所得格差、公的年金の効果を分析できたことの意義は大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 本研究では、伝統的なミクロ経済学が重視する個々の経済主体の経済行動に注目しつつ、財政
学の分野では比較的新しい手法を用いて税・社会保障制度を評価する分析を行う。具体的には、
エージェントベースドモデル（ABM：Agent-Based Model）とダイナミックマイクロシミュレ
ーションモデル（DMM：Dynamic Microsimulation Model）を手法として用いる。いずれも、
日本の財政学の分野では、ほとんど使われてこなかった手法であり、本研究にて研究を進める意
義は大きい。数量的なアプローチであることから、日本の税・社会保障制度を評価するのに適し
ている。 
  
２．研究の目的 
 本研究は、税・社会保障制度の必要性と望ましい規模を導出し、現実との乖離を分析すること
で日本の税・社会保障制度を評価することを目的とする。第一に、社会保障制度とその財源とな
る税制の必要性について、ABMによるシミュレーション分析により明らかにする。その後、少
子高齢化が社会保障制度の望ましい規模や役割をどのように変化させるか（または制度が少子
高齢化にどのように影響するか）についても考察する。第二に、厚生労働省『国民生活基礎調査』
と総務省『全国消費実態調査』の個票データを用いた DMM によるシミュレーション分析によ
り、少子高齢化が日本社会にもたらす人口および世帯構造の変化と、税・社会保障制度が家計行
動に与える影響について考察する。 
  
３．研究の方法 
 第一に、ABMによる分析では、個々の家計をエージェントとしてモデル化し、税・社会保障
制度の必要性を示すことから始める。ABMは、通常、専用ソフトによって分析がなされる。第
二に、DMM による分析では、厚生労働省『国民生活基礎調査』と総務省『全国消費実態調査』
の個票データが用いられる。ソフトウェアは、Stata、Fortran などの数値解析を得意とするコ
ンピュータ言語を用いる。日本社会の将来の人口および世帯構成の推計を進める。そこに本研究
の独創的な試みとして、過去の個票データを用いて人口および世帯構成の推計の精度を高め、モ
デルを精緻化することに加えて、そこに税・社会保障制度をモデル化することで、日本の税・社
会保障制度の評価を行う。 
  
４．研究成果 
(1) 国税庁『国税庁統計年報』にある税収データと総務省『全国消費実態調査』の消費データを
用いて按分する方法により、個別間接税を含む消費課税の所得階級別（10 分位）負担と消費税
改革による再分配効果の推計を行った。 
 消費税（分析対象年度は 5％）も個別間接税にも逆進性が存在するが、消費税の逆進性の度合
いは大きい。また、課税前の状態を基準とし、消費税の税率 10％へ引き上げなどが行われたと
きに、ジニ係数で得られる所得再分配効果（＝100×（改革後のジニ係数－課税前のジニ係数）÷
課税前のジニ係数）を計算した。 
 消費税 5％と現行の個別間接税とする Case1 は－1.52％の所得再分配効果である。消費税の
税率を 10％に引き上げる Case2 は－2.62％、食料を除く消費税の税率を 10％に引き上げて食
料は 5％に据え置くCase3は－2.23％、食料を除く消費税の税率を 10％に引き上げて食料は 0％
とする Case4 は－1.88％、食料を除く消費税の税率を 10％に引き上げて食料は－5％（すなわ
ち補助金）とする Case5 は－1.52％となった。すなわち、食料への軽減税率の所得再分配効果
は小さいことが示された。 
  
(2)国税庁『民間給与実態統計調査』と所得税制の性質を利用して、世帯属性を考慮しつつ税収
構造の決定要因を分解し、いくつかの所得控除がもつ税収ロスを所得階級別に試算した。社会保
険料控除、一般扶養控除、一般配偶者控除の順番に税収ロスが大きい。また、給与所得者 1人あ
たりの税収ロスは、高所得層ほど所得控除による「補助金」が大きくなる、逆の所得再分配効果
がみられた。 
 所得税制の累進税率を小さい税率から第 1限界税率、第 2限界税率、第 3限界税率、第 4限
界税率、第 5限界税率のように名付け、それらの税率を 1％ポイント引き上げたシミュレーショ
ンを行った。第 1限界税率は、もっとも税収調達能力が高いが、ほとんどの給与階級に負担増を
強いる。高所得層に負担増を限定するならば、高い限界税率の引き上げが妥当だが、税収調達能
力が低くなるジレンマがある。 
  
(3)日本の税制や社会保障制度は、標準世帯という概念で制度設計が行われることが多いが、現
実には多様な世帯が出現している。特に社会保障制度においては個人よりも世帯が重要になっ
ている。本研究では、ABMを用いることで、日本の人口と世帯の将来推計を行った。ABMは、



異質な複数の経済主体（エージェント）のミクロ的な選択行動が、マクロに与える影響をコンピ
ューター・シミュレーションによって分析する手法である。 
 本研究の ABMは、個人をエージェントとして、現実の日本社会の人口や世帯構成を表現した
初期値データを設定し、加齢・死亡、結婚、離婚、出産、離家、同居といったライフイベントを
組み込んで分析を行った。 
 本研究の分析結果によれば、社人研推計と同様に、人口減少や少子高齢化の進展は深刻であり、
社会保障の歳出の効率化、老後に備えるための自助を促す制度設計が必要になる。世帯推計にお
いては、３人世帯、４人以上世帯の割合が急減し、単身化が急速に進行して全世帯の約６割が単
身世帯となることが示された（下記図 1）。特に高齢単身世帯の増加が見込まれる（下記図 2）。
そのため、今後は高齢単身世帯を前提とした社会保障制度の設計が重要になる。 
  
図 1 世帯人数別の世帯数および高齢夫婦のみ世帯割合 

 
  
図 2 年齢階級別単身世帯数と高齢単身世帯割合の推移 

 
 
  
(4)近年、日本の個人所得税は所得再分配機能の回復が重要なテーマになっており、国税の所得
税の所得控除の縮小や税率引き上げが実施されている。本研究は平成 30年度の税制改正を対象
として、マイクロシミュレーション分析を行うことで、税制改正が所得税、個人住民税の双方の
税負担額および所得再分配効果にどのような影響を与えたかを明らかにした。 
 分析では格差指標の 1 つであるタイル尺度を用い、所得階級および年齢階級ごとに所得再分



配効果を明らかにした。その結果、税制改正によって所得税、個人住民税ともに所得再分配効果
は改善するものの、その影響は軽微であることが示された。 
  
(5)本研究では厚生労働省『国民生活基礎調査』の個票データと各種のマクロのデータを用いて
ABMによるシミュレーション分析を行い、日本の将来の人口、世帯を示すとともに、介護保険
の受給者である要支援要介護者およびそれらの者が属する世帯の将来推計を行った。 
  
図 3 全世帯に占める要支援要介護者が属する世帯数の割合（単位：％） 

 
  
図 4 要支援要介護度別の単身世帯に占める要支援要介護者の割合（単位：％） 

 
  
 シミュレーション分析の結果から、日本では今後ますます要支援要介護者とそれらの人々が
属する世帯数が増加することを明らかにした。特に、女性の要支援要介護者の増加は深刻である。
女性の平均寿命は男性よりも長く、高齢夫婦のみの世帯においては夫の死後に女性が単身化す
るリスクも大きい。自助の観点からは、これまで以上に夫婦の双方が存命のうちに、単身化のリ
スクに備えること、公助の観点からは高齢女性の要支援要介護者に対するケアが一層重要にな



るだろう。 
 また、将来的には要介護度 3 以上の重度の要介護者およびそれらの者が属する世帯の割合が
増加し、それによって介護保険財政はより逼迫した状態となる（図 3）。不慮の事故で突然重度
の要介護に陥るような場合を除いて、要介護度の進行を事前に食い止める予防政策の重要性が
増していくと考えられる。さらにこれらの重度の要介護者の増加は単身世帯においてより深刻
である（図 4）ことから、政府は世帯内に介護者がいないことを前提とした制度の整備が急務で
あると言える。また、上述のとおり、公助のみならず要支援要介護者自身が有事に備えておくと
いう意識付けが必要である。 
  
(6)本研究は、ABMを用いて今後の人口動態の変化を考慮に入れたうえで、将来所得の推計を試
みた。まず、本研究では分析対象とした全エージェントの男女別就業状態別の平均所得の将来推
計を行い、以下の結果を得た。 
 第一に、男性の正規雇用、非正規雇用の平均所得は経年的に増加する一方で、女性の正規雇用
の所得は減少し、非正規雇用の所得は横ばいであるため、男女間で平均所得の格差が拡大する。
第二に、男性、女性ともに正規雇用と非正規雇用間の格差についてはほぼ横ばいで推移するもの
の、初期時点における格差がすでに大きいため、今後も雇用形態による所得格差の是正が求めら
れる。 
 次にシミュレーション開始時点で 23 歳であるエージェントに焦点をあて、就業状態別の人口
割合と所得の将来推計を行い、以下の結果を得た。 
 第一に、男性と女性では、経年的な正規雇用と非正規雇用の割合の変化に大きな違いが見て取
れた。具体的には、男性の場合、正規雇用が非正規雇用よりも多く、経年的な割合の変化はほと
んどないものの、女性の場合は正規雇用の割合の減少とともに非正規雇用の割合が増加してい
る。これは女性が結婚や出産によって正規雇用から非正規雇用に雇用形態を変更していること
を示唆している。今後、少子高齢化によって生産年齢人口が大きく減少することを考慮に入れる
と、労働力確保の観点から女性の正規雇用をどのように増やしていくかが重要な課題となるだ
ろう。 
 第二に、学歴別の平均所得の将来推計においては、現在と同様に学歴による所得格差が大きい
ことを示した。特に女性において大卒とそれ以外の最終学歴による所得への影響が顕著である。
原因として大卒とそれ以外の最終学歴では非就業を選ぶエージェントの割合が異なっている点
があげられる。第三に、学歴別の生涯所得の推計において、年数を経るとともに男性、女性とも
に大卒とそれ以外の学歴の所得差が大きくなることを示した。また、2065 年時点の大卒女性の
生涯所得は高卒男性の生涯所得と同程度の低い水準であることを考えると、大卒女性の就業率
の増加、特に正規雇用への固定化が今後ますます重要となるであろう。 
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